
て行う指定介護予防支援（同条第1項に規定する指定介護予   
防支援をいう。）の提供を受ける利用者数（基準第13条第25   
号に規定する厚生労働大臣が定める基準に該当する地域に住   

所を有する利用者数を除く。）に2分の1を乗じた数を加え   
た数を当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員の員数   

（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する   

基準（平成11年厚生省令第37号）第2条第7号に規定する常   
勤換算方法で算定した員数をいう。以下同じ。）で除して得   

た数（以下「取扱件数」という。）が40未満である場合星蛙卓   

0以聯について算定する。  

嘩取扱件数が40以上60未満の場合にお   
いて、40以上の部分について算定する。  

㈱取扱件数が60以上である場合におい   
て、40以上の部分について算定する。  

て行う指定介護予防支援（同条第1項に規定する指定介護予   
防支援をいう。）の提供を受ける利用者数（基準第13条第25   
号に規定する厚生労働大臣が定める基準に該当する地域に住   

所を有する利用者数を除く。）に2分の1を乗じた数を加え   
た数を当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員の員数   

（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する   

基準（平成11年厚生省令第37号）第2条第7号に規定する常   
勤換算方法で算定した員数をいう。以下同じ。）で除して得   

た数（以下「取扱件数」という。）が40未満である場合   

（2）居宅介護支援費（Ⅱ）取扱件数が40以上60未満である場合  

（3）居宅介護支援費（Ⅲ）取扱件数が60以上である場合   

2（4）については、要介護状態区分が経過的要介護（要介護認定   

等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する   

省令（平成11年厚生省令第58号）附則第2条に規定する経過的   
要介護をいう。）である利用者に対して指定居宅介護支援を行  
い、かつ、月の末日において基準第14条第1項の規定により  

同項に規定する文書を提出している指定居宅介護支援事業者に   

ついて、所定単位数を算定する。  
旦 別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合には、運営基   
準減算として、所定単位数の100分の70に相当する単位数を算定   

する。また、運営基準減算が2月以上継続している場合には、   

所定単位数の100分の50に相当する単位数を算定する。  

旦 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定居宅介護支援   

事業所の介護支援専門員が指定居宅介護支援を行った場合は、   

特別地域居宅介護支援加算として、所定単位数の100分の15に相   

当する単位数を所定単位数に加算する。  

旦 別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合には、運営基   
準減算として、所定単位数の100分の70に相当する単位数を算定   
する。また、運営基準減算が2月以上継続している場合には、   

所定単位数の100分の50に相当する単位数を算定する。  
旦 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定居宅介護支援   

事業所の介護支援専門員が指定居宅介護支援を行った場合は、   
特別地域居宅介護支援加算として、所定単位数の100分の15に相   
当する単位数を所定単位数に加算する。  
4 別lこ厚生労阻大臣が定める地域に所在し、カ、つ別に厚生労働   
大臣が定める施設基準に適合する指定居宅介護支援事業所の介  
護支援専門員が指定居軍介護支援を行った場合は、所定単位数   
の100分の10に相当する単位数を所定単位数に加算する虹  5御   
大臣が定める地域に居住している利用者に対して、通常の事業   
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の実施地域（基準第18条第5号に規定する通常の事業の実施地  

域をいう。）を越えて、指定居宅介護支援を行った場合は、所  
定単位数の100分の5に相当する単位数を所定単位数に加算す  
亙L   

旦 別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合には、特定事  

業所集中減算として、1月につき200単位を所定単位数から減算  

する。   

ユ 利用者が月を通じて特定施設入居者生活介護又は小規模多機  

能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護（短期利用共同生活  
介護費を算定する場合を除く。）若しくは地域密着型特定施設  
入居者生活介護を受けている場合は、当該月については、居宅  
介護支援費は、算定しない。  

口朋 300単位 UU早埋  

注指定唇宅介護支援事業所において、新規に居宅サービス計軋臼皇   

軍 

利用者に対して、指偏居宅介護支援を行った場合その他の別lヨ蔓   
竺労働大臣が定める基準に適合する場合は、1月につき所定単位   

勢を卿算す擁渦＝こ厚生労働大臣が   
定める基準に該当する場合は、当該加算は、算定しなし㌧  

旦 別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合には、特定事  

業所集中減算として、1月につき200単位を所定単位数から減算  

する。   

旦 利用者が月を通じて特定施設入居者生活介護又は小規模多機  

能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護（短期利用共同生活  
介護費を算定する場合を除く。）若しくは地域密着型特定施設  
入居者生活介護を受けている場合は、当該月については、居宅  
介護支援費は、算定しない。  

ロ 初回加算   

注御重   

第頗   

利用者に対け指定居宅介護貢援を行った場合その他の別に厚   
生労働大臣が定める基準に適合する場合に、瑚   

じ、そ㈱酎こ加算する。ただし、   
イの注3に規定する別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場   
合は、彗級加算は、算定しない9また、初回加算（Ⅱ） 
いる場合は、初回加算（Ⅰ）は、算定しない。   

250単位  

600単位  

500単位  

（1）初回加算（Ⅰ）   

（2）初回加算（Ⅱ）  

ハ 特定事業所加算  

＼  

（⊥ 

星   

る区分に従い、1月につき次に掲げる所定単位数を加算するした  

注 別に厚生労働大臣が定める基準lこ適合しているものとして都道   
府県知事に届け出た指定居宅介護支援事業所は、1月につき所産   
単位数を加算する。  

している場合においては、  れ かの加算を算定   いず  だし、次に掲げる  

次に掲げるその他の加算は算定しない。  

川働  （2）働  
医療連携加算  

500単位  

300単位  

150単位  

注 利用者が病院又は診療所に入院するに当たって、当該病院星喧   
診療所の職員に対して、当該利用者の心身の準況や生活環境等¢   
当該利用者に係る必要な情報を提供した場合は、卿  
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「竜一■▲   

き1月l瑚  
ホ 退院・退所加算   

注凍は、当該基準  

に掲げる区分に従し＼、次に掲げる所定単位激を加算する。ただし、   

初回加算を蔓零する場合は、彗卿   

川朋  

2・退院・退所加算（Ⅱ）  

へ 認知症加算  

400単位  

600単位  

150単位   

注郎行動が認め   

られることから介護を必要とする認知痺（法第8条第16項に碍定   
する認知症…対して指定居宅介護支援を行つ   

た場合には、1月に卿  
卜 独居高齢者加算  150単位                      1bU単位   

温頗た場合には、1   月l瑚  
き側 3叩単位   

連 判用者が指定小規模多機能型居宅介芸㌢（指定地域密着型サービ   

スの事業の人員、設備及び遇う引嘩18年厚生労働   
省令革34号。以下「指定地域密着型サービス基準」∵という。）第6   
2条イこ規定する指定小規模多機鞄型居宅介準をいう」の利用を開   

始する際に、頻る必要な情報を当該指定小規模多鱒   
能型居宅介準を提供する指定小規模多機能型居宅介護事業所（担   
定坤抑こ規定する指定小堺模多   

機能型居宅介護事業所をいう。以下同じ。）lこ提供し、当該指定   

働こおlナる居宅サービス計画の作成   等l…場合   
において、碑て、当該利用者lこよる当   
該指定小規模多機能型居宅介卿、て本加算を算  
定している場合は、算定しない。  
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○ 指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準（平成十二年厚生省告示第二十一号）（抄）  
（変更点は下線部）  

改 正 案  現  行  

別表  

指定施設サービス等介護給付責単位数表  

1 介護福祉施設サービス   

イ 介護福祉施設サービス   

（1）介護福祉施設サービス費（1日につき）  

ト）介護福祉施設サービス費  

a 介護福祉施設サービス費（Ⅰ）  

」 ii郷  iii㈲  iv㈲  
∨㈲  

b 介護福祉施設サービス費（Ⅱ）  

i要介護1 
⊥し 

郎 

虹∴星企墜A 

∨澱  

に）小規模介護福祉施設サービス貴  

a 小規模介護福祉施設サービス費（Ⅰ）  

し ii要恥  
iii要介護3  
h㌧要介護4  V㈱  
b 小規模介護福祉施設サービス費（Ⅱ）  

靂 要介護1  

きし 

＝ 要介護3  

別表  

指定施設サービス等介護給付費単位数表  

1 介護福祉施設サービス   

イ 介護福祉施設サービス   

（1）介護福祉施設サービス責（1日につき）  

（－）介護福祉施設サービス費  

a 介護福祉施設サービス責（Ⅰ）  

⊥ 

止 

ii」 

吐 

∨㈲  

b 介護福祉施設サービス費（Ⅱ）  

l 要介護1  ii㈲  
jii要介護3 iv㈲  
∨ 要介護5  

に）小規模介護福祉施設サービス費  

a 小規模介護福祉施設サービス糞（Ⅰ）  i㈲  
ii要介護2  
」虹 

iv 要介護4  

V 要介護5  
b 小規模介護福祉施設サービス費（Ⅱ）  

l 要介護1  
ii要介護2  
iii要介護3  

5鱒学位  

660単位  

730単位  

㈹1単位  

聖山F日国   

651単位  

7鱒単位  

792単位  

863単位  

933単位  

577単位  

648単位  

718単位  

789単位  

859単位   

639単位  

710単位  

780単位  

8町単位  

921単位  

753単位   

820単位  

888単位   

粥5単些  

1，P22単位  

引5単位   

8寧2単位   

950単位   

741単位  

寧鱒単位  

876単位   

943単位  

＝）10単位   

叩単位  

870単位   

938単位  
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1，017単位 1，084単位、  iv㈲  V㈲  
（2）旧措置入所者介護福祉施設サービス費（1日につき）  

ト）旧措置入所者介護福祉施設サービス費  

a 旧措置入所者介護福祉施設サービス費（Ⅰ）  

二 日抗配i  

ii要介護2又は要介護3  
iii要介● 4又は要介 5  

b 旧措置入所者介護福祉施設サービス費（Ⅱ）  

「 ヨ抗日十i  

ii要介I2又は要介謙3  
iii要介桂4又は要介護5   

に）小規模旧措置入所者介護福祉施設サービス費  

a 小規模旧措置入所者介護福祉施設サービス費（Ⅰ）  

R 臼抗．てi  

ii要介護2又は要介吉葉3  
亜 要介‾4又は要介護5  

b 小規模旧措置入所者介護福祉施設サービス費（Ⅱ）  

1 巳抗日子i  

ii要介護2又は要介護3  
iii要介護4又は要介護‡5 

1，005単位  

1，072単位  

付 要介護4  

V 要介護5  
（2）旧措置入所者介護福祉施設サービス費（1日につき）  

（－）旧措置入所者介護福祉施設サービス費  

a 旧措置入所者介護福祉施設サービス費（Ⅰ）  

l 要介護1  
ii要介護2又は要介護3  
iii要介護4又は要介護5  

b 旧措置入所者介護福祉施設サービス費（Ⅱ）  

l 要介護1  
ij 要介護2又は要介護3  
jii要介護4又は要介護5  

589単位  

銅9単位  

椚6単位   

651単位  

761単位  

898単位   

577単位  

687単位  

824単位   

639単位  

749単位  

886単位  

（二）小規模旧措置入所者介護福祉施設サービス費   

a 小規模旧措置入所者介護福祉施設サービス費（Ⅰ）   

I 要介護1   

ii要介護2又は要介護3   
iii要介護4又は要介護5   

b 小規模旧措置入所者介護福祉施設サービス費（Ⅱ）   

l 要介護1   

ii要介護2又は要介護3   

iii要介護4又は要介護5   

753単位  

857単位   

g唱8単位   

815単位  

919単位  

1．050単位  

741単位   

糾5単位   

≦け6単位  

∽3単位   

㈹7単位  

1，038単位  

ロ ユニット型指定介護老人福祉施設における介護福祉施設サービス  

（1）ユニット型介護福祉施設サービス費（1日につき）   

（－）ユニット型介護福祉施設サービス費  

a ユニット型介護福祉施設サービス費（Ⅰ）  

ロ ユニット型指定介護老人福祉施設における介護福祉施設サービス  

（1）ユニット型介護福祉施設サービス費（1日につき）  
（－）ユニット型介護福祉施設サービス費  

a ユニット型介護福祉施設サービス費（Ⅰ）  

】 要介護1  旦鱒単位  

740単位  

810単位  

881単位  

941草堂   

669単位  

740単位  

810単位  

881単位  

「 ヨ抗日i  

ii要介護2   

iii要介 3  iv㈲   y㈲  
b ユニット型介護福祉施設サービス費（Ⅱ）  

「 ヨ抗日i  

「二 巴抗日牢  

iii要介 3  

ル 要介護4  

657単位  

ii 要介護2  728単位  

798単位  

869単位  

929単位   

657単位  

728単位  

798単位  

869単位  

iii要介護3   

山 要介護4   

V 要介護5  
b ユニット型介護福祉施設サービス費（Ⅱ）  

l 要介珪1  
ii要介護2  
iii要介護3   

付 要介護4  
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上 

に）ユニット型小規模介護福祉施設サービス費   

a ユニット型小規模介護福祉施設サービス費（Ⅰ）   

斗㈲   

虹 

iii要介護3  iv㈲  
凸 臼抗百子呈   

b ユニット型小規模介護福祉施設サービス費（Ⅱ）   

l 要介護1   

ii要介護2   

iii要介護3  

L 

に）ユニット型小規模介護福祉施設サービス費   

a 土ニット型小規模介護福祉施設サービス費（Ⅰ）   

⊥ ii㈲  iii㈲   
虹 

羊 要介護5   

b ユニット型小規模介護福祉施設サービス費（Ⅱ）  

土㈲   

止 

組 要介醸3 

葉介捷  

941単位   929単位  

鋸0単位   

8即単位   

弼単位  

1月22単位  

1，08q単位   

820単位  

887単位   

955単位  

1，P2Z単位  

1．089単位  

叩8単位   

銅5単位   

943単位  

1，010単位  

1，077単位   

808単位  

875単埋   

943単位  

咽 10単位  V閲 1，077単位  
（2）ユニット型旧措置入所者介護福祉施設サービス責（1日につき  

）  

ト）ユニット型旧措置入所者介護福祉施設サービス費  

a ユニット型旧措置入所者介護福祉施設サービス費（Ⅰ）  

＋㈲ 657単位  

邁 要介護2又は要介護3  757単位  

榊 894単位  

b ユニット型旧措置入所者介護福祉施設サービス費（Ⅱ）  j㈲ 657単位  
」㈲ 757単位  jii㈲ 894単粒   

に）ユニット型小規模旧措置入所者介護福祉施設サービス費  

a ユニット型小規模旧措置入所者介護福祉施設サービス費（Ⅰ  

）  

⊥ 要介護1 808単位  

旦即 912単位  

姐御 1，043単位  

b ユニット型小規模旧措置入所者介護福祉施設サービス費（Ⅱ  

（2）ユニウ．ト型旧措置入所者介護福祉施設サービス費（1日につき  

）  

（－）ユニット型旧措置入所者介護福祉施設サービス費  

a ユニット型旧措置入所者介護福祉施設サービス費（Ⅰ）  

潮 6鱒単位  

噸 7鱒学位   i雌 単位  
b ユニット型旧措置入所者介護福祉施設サービス費（Ⅱ）   

二丁丁二＝ 

． 906単位  

に）ユニット型小規模旧措置入所者介護福祉施設サービス費  

ユニット型小規模旧措置入所者介護福祉施設サービス費（Ⅰ  a   

朝 820単位  i㈱ 単位  ii㈲ 単位  
b ユニット型小規模旧措置入所者介護福祉施設サービス費（Ⅱ  

≡ 臼抗日そi  

ii要介護2又は要介護3  
820単位  

924単位  

1 要介護1  

ii要介護2又は要介護3   

808単位  

912単位   



ー∴一 二十㌫’】．LJ。．  一■■ 一＿  ー∴－．ナー’－4  ■■ 一▲  j灘 43単位  
注1 イ（1）及びロ（1）については、別に厚生労働大臣が定める施設基  

準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員  

の勤務条件に関する基準を満たすものとして都道府県知事に届  
け出た指定介護老人福祉施設（介護保険法（平成9年法律第123  
号。以下 r法」という。）第48条第1項第1号に規定する指定  
介護老人福祉施設をいう。以下同じ。）において、指定介護福  
祉施設サービス（同号に規定する指定介護福祉施設サービスを  
いう。以下同じ。）（介護保険法施行法（平成9年法律第124号   

）第13条第1項に規定する旧措置入所者（以下「旧措置入所者   
」という。）に対して行われるものを除く。）を行った場合に   

、当該施設基準に掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定める基  

準に掲げる区分に従い、入所者の要介護状態区分に応じて、そ  

れぞれ所定単位数を算定する。ただし、当該夜勤を行う職員の  

勤務条件に関する基準を満たさない場合は、所定単位数の100分  

の97に相当する単位数を算定する。なお、入所者の数又は介護  
職員、看護職鼻（看護師又は准看護師をいう。以下同じ。）若  

しくは介護支援専門員（法第7条第5項に規定する介護支援専  
門員をいう。以下同じ。）の員数が別に厚生労働大臣が定める  
基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところによ  
り算定する。   

2 イ（2）及びロ（2）については、別に厚生労働大臣が定める施設基  

準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員  

の勤務条件に関する基準を満たすものとして都道府県知事に届  
け出た指定介護老人福祉施設において、指定介護福祉施設サー  

ビス（旧措置入所者に対して行われるものに限る’。）を行った  

場合に、当該施設基準に掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定  
める基準に掲げる区分に従い、入所者の介護の必要の程度に応  
じて、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、当該夜勤を行  

う職員の勤務条件に関する基準を満たさない場合は、所定単位  
数の100分の97に相当する単位数を算定する。なお、入所者の数  

又は介護職員、看護職兵書しくは介護支援専門員の員数が別に  
厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大  
臣が定めるところにより算定する。   

3 ロについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさな  

iii要介護4又は要介護5  1，055単位  

注1 イ（1）及びロ（1）については、別に厚生労働大臣が定める施設基   

準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員  

の勤務条件に関する基準を満たすものとして都道府県知事に届  
け出た指定介護老人福祉施設（介護保険法（平成9年法律第123  
号。以下 r法」という。）第48条第1項第1号に規定する指定  
介護老人福祉施設をいう。以下同じ。）において、指定介護福  
祉施設サービス（同号に規定する指定介護福祉施設サービスを  
いう。以下同じ。）（介護保険法施行法 く平成9年法律第124号   

）第13条第1項に規定する旧措置入所者（以下「旧措置入所者   
」という。）に対して行われるものを除く。■）を行った場合に   

、当該施設基準に掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定める基  

準に掲げる区分に従い、入所者の要介護状態区分に応じて、そ  

れぞれ所定単位数を算定する。ただし、当該夜勤を行う職員の  

勤務条件に関する基準を満たさない場合は、所定単位数の100分  
の97に相当する単位数を算定する。なお、入所者の数又は介護  
職員、看護職員（看護師又は准看護師をいう。以下同じ。）若  
しくは介護支援専門員（法第7条第5項に規定する介護支援専  
門員をいう。以下同じ。）の員数が別に厚生労働大臣が定める  
基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところによ  
り算定する。   

2 イ（2）及びロ（2）については、別に厚生労働大臣が定める施設基  

準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員  

の勤務条件に関する基準を満たすものとして都道府県知事に届  
け出た指定介護老人福祉施設において、指定介護福祉施設サー  

ビス（旧措置入所者に対して行われるものに限る。）を行った  
場合に、当該施設基準に掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定  
める基準に掲げる区分に従い、入所者の介護の必要の程度に応  
じて、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、当該夜勤を行  
う職員の勤務条件に関する基準を満たさない場合は、所定単位  
数の100分の97に相当する単位数を算定する。なお、入所者の数  

又は介護職員、看護職員若しくは介護支援専門員の員数が別に  
厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大  
臣が定めるところにより算定する。   

3 ロについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさな   
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！  い場合は、1日につき所定単位数の100分の97に相当する単位数   
を算定する。  

4 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、身体拘   

束廃止未実施減算として、1日につき5単位を所定単位数から   
減算する。  

い場合は、1日につき所定単位数の100分の97に相当する単位数   

を算定する。  

4 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、身体拘   

束廃止未実施減算として、1日につき5単位を所定単位数から   
減算する。  5凍るものとし   
て都道府県知事に届け出た頒定介護老人福祉施設についてはし   

車庫化対応加算として、1岬   
する。  

㈱皐ものとし  

て都道府県知事に届lナ出た指定介謹老人福祉施設に？いては、  
月琴阜活継続支援加算として、1日に？卓22単位を所定単位数   

に加算する。  6凍ているものとし  
て都道府県知事に届け出た碍定介謹老即ま、   
当該施設基準に掲げる区分に従い、1日につき次に掲げ冬草位  
詔日面頭日圃謹＝声捉ぇ日日国父  

ヨ己だ 冒．子日誌〔現有巳ヨ門E抗  （2）御  
㈲御  

刷 看護体制加算（Ⅱ）ロ  

旦皇堕  

生皇位  

1旦皐塵  

8単位  

7 別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う磯貝の勤務条件に関す  

る基準を周たすヰのとして都道府県知事に届け出た指定介護者  
ム適塾塵塵長⊇上ゴJL当該基準に げる区分に従い、1日l；   

つき次に掲げる単位敬を所定単位数にカ鵬  
≧呈皇位  

1旦皇位  

27単位  

18単位  

川朋琴（：りイ  （2）閲  （3）働イ  
（4）夜勤職員配置加算（ⅡLロ  

旦 イについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合して   
いるものとして都道府県知事に届け出た指定介護老人福祉施設   
については、準ユニットケア加算として、1日につき5単位を   

所定単位数に加算する。  
旦 専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士、作   

業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッ   

旦 イについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合して   
いるものとして都道府県知事に届け出た指定介護老人福祉施設   

については、準ユニットケア加算として、1日につき5単位を   
所定単位数に加算する。  

ユ 専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士、作   
業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッ  
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サージ指圧師（以下この注において「理学療法士等」という。  

）を1名以上配置しているもの（入所者の数が100を超える指定  
介護老人福祉施設にあっては、専ら機能訓練指導員の職務に従  
事する常勤の理学療法士等を1名以上配置し、かつ、理学療法  

士等である従業者を機能訓練指導員として常勤換算方法（指定  
介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成11  
年厚生省令第39号）第2条第3項に規定する常勤換算方法をい  
う。注β及び注10において同じ。）で入所者の数を100で除した  

数以上配置しているもの）として都道府県知事に届け出た指定  
介護老人福祉施設において、機能訓額指導員、看護職員、介護  

職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、入所者ごとに  
個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能  
訓練を行っている場合には、個別機能訓練加算として、1日に  
つき12単位を所定単位数に加算する。  

サージ指圧師（以下この注において「理学療法士等」という。  
）を1名以上配置しているもの（入所者の数が100を超える指定   
介護老人福祉施設にあっては、専ら機能訓練指導員の職務に従   
事する常勤の理学療法士等を1名以上配置し、かつ、理学療法   
士等である従業者を機能訓練指導員として常勤換算方法（指定   

介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成11   

年厚生省令第39号）第2条第3項に規定する常勤換算方法をい   
う。注11及び注13において同じ。）で入所者の数を100で除した   

数以上配置しているもの）として都道府県知事に届け出た指定   
介護老人福祉施設において、機能訓練指導員、看護職員、介護   
職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、入所者ごとに   

個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能   

訓練を行っている場合には、個別機能訓練加算として、1日に   

つき12単位を所定単位数に加算する。  

10 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都  

道府県知事に届け出た指定介護老人福祉施設において、若年性  
認知症入所者（介護保険法施行令（平成10年救令第412号）第2  

条第6号に規定する初老期における認知症によって法第7条第  
3項に規定する要介護者となった入所者をいう。以下同じ。）  
に対して指定介護福祉施設サービスを行った場合には、若年性  
認知症入所者受入加算として、1日につき120単位を所定単位数   
に加算する。  

u 専ら当該指定介護老人福祉施設の職務に従事する常勤の医師   
を1名以上配置しているもの（入所者の数が100を超える指定介   

護老人福祉施設にあっては、専ら当該指定介護老人福祉施設の   
職務に従事する常勤の医師を1名以上配置し、かつ、医師を常   
勤換算方法で入所者の数を100で除した数以上配置しているもの  
）として都道府県知事に届け出た指定介護老人福祉施設につい   
ては、1日につき25単位を所定単位数に加算する。  

邑 専ら当該指定介護老人福祉施設の職務に従事する常勤の医師   
を1名以上配置しているもの（入所者の数が100を超える指定介   

護老人福祉施設にあっては、専ら当該指定介護老人福祉施設の   
職掛こ従事する常勤の医師を1名以上配置し、かつ、医師を常   
勤換算方法で入所者の数を100で除した数以上配置しているもの  

）として都道府県知事に届け出た指定介護老人福祉施設につい 
ては、1日につ  き20単位を所  定単位数に加算する。  

旦 認知症（法第8条第16項に規定する認知症をいう。以下同じ  
。）である入所者が全入所者の3分の1以上を占める指定介護   
老人福祉施設において、精神科を担当する医師による定期的な   
療養指導が月に2回以上行われている場合は、1日につき5単   
位を所定単位数に加算する。  

週 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する視覚、聴覚若しく  

ユ呈 認知症（法第8条第16項に規定する認知症をいう。以下同じ  

。）である入所者が全入所者の3分の1以上を占める指定介護   
老人福祉施設において、精神科を担当する医師による定期的な   
療養指導が月に2回以上行われている場合は、1日につき5単   

位を所定単位数に加算する。  

13 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する視覚、聴覚若しく   
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は言語機能に障害のある者又は知的障害者（以下「視覚障害者   

等」という。）である入所者の数が15以上である指定介護老人   
福祉施設において、視覚障害者等に対する生活支援に閲し専門   

性を有する者として別に厚生労働大臣が定める者（以下「障害   
者生活支援員」という。）であって専ら障害者生活支援貞とし   
ての職務に従事する常勤の職員であるものを1名以上配置して   

いるもの（視覚障害者等である入所者の数が50を超える指定介   

護老人福祉施設にあっては、専らその職務に従事する常勤の障   
害者生活支援員を1名以上配置し、かつ、障害者生活支援員を   
常勤換算方法で視覚障害者等である入所者の数を50で除した数   

以上配置しているもの）として都道府県知事に届け出た指定介   

護老人福祉施設については、障害者生活支援体制加算として、  

1日につき26単位を所定単位数に加算する。  

u 入所者が病院又は診療所への入院を要した場合及び入所者に   
対して居宅における外泊を認めた場合は、1月に6日を限度と   
して所定単位数に代えて1目につき320単位を算定する。ただし  
、入院又は外泊の初日及び最終日は、算定できない。  

廷 平成17年9月30日においてユニットに属する個室以外の個室   

（以下「従来型個室」という。）に入所している看であって、   

平成17年10月1日以後引き続き従来型個室に入所するもの（別   
に厚生労働大臣が定めるものに限る。）に対して、介護福祉施   

設サービス費、小規模介護福祉施設サービス費、旧措置入所者   

介護福祉施設サービス費又は小規模旧措置入所者介護福祉施設   
サービス費を支給する場合は、当分の間、それぞれ、介護福祉   

施設サービス費（Ⅱ）、小規模介護福祉施設サービス費（Ⅱ）、旧   

措置入所者介護福祉施設サービス費（Ⅱ）又は小規模旧措置入所   

者介護福祉施設サービス費（Ⅱ）を算定する。  

日 次のいずれかに該当する者に対して、介護福祉施設サービス   
費、小規模介護福祉施設サービス費、旧措置入所者介護福祉施   

設サービス費又は小規模旧措置入所者介護福祉施設サービス費   
を支給する場合は、それぞれ、介護福祉施設サービス費（Ⅱ）、   

小規模介護福祉施設サービス費（Ⅱ）、旧措置入所者介護福祉施   

設サービス費（Ⅱ）又は小規模旧措置入所者介護福祉施設サービ   

ス費（Ⅱ）を算定する。   

イ 感染症等により、従来型個室への入所が必要であると医師  

は言語機能に障害のある者又は知的障害者（以下「視覚障害者   

等」という。）である入所者の数が15以上である指定介護老人   
福祉施設において、視覚障害者等に対する生活支援に閲し専門   

性を有する者として別に厚生労働大臣が定める者（以下「障害   

者生活支援員」という。）であって専ら障害者生活支援員とし   
ての職務に従事する常勤の職員であるものを1名以上配置して   
いるもの（視覚障害者等である入所者の数が50を超える指定介   
護老人福祉施設にあっては、専らその職務に従事する常勤の障   
害者生活支援員を1名以上配置し、かつ、障害者生活支援員を   
常勤換算方法で視覚障害者等である入所者の数を50で除した数   

以上配置しているもの）として都道府県知事に届け出た指定介   

護老人福祉施設については、障害者生活支援体制加算として、  

1日につき26単位を所定単位数に加算する。  

迅 入所者が病院又は診療所への入院を要した場合及び入所者に   
対して居宅における外泊を認めた場合は、1月に6日を限度と   
して所定単位数に代えてt月にフき246単位を算定する。ただし  
、入院又は外泊の初日及び最終日は、算定できない。  

廷 平成17年9月30日においてユニットに属する個室以外の個室   
（以下「従来型個室」という。）に入所している看であって、   

平成17年10月1日以後引き続き従来型個室に入所するもの（別   
に厚生労働大臣が定めるものに限る。）に対して、介護福祉施   

設サービス費、小規模介護福祉施設サービス費、旧措置入所者   

介護福祉施設サービス費又は小規模旧措置入所者介護福祉施設   
サービス費を支給する場合は、当分の間、それぞれ、介護福祉   
施設サービス費（Ⅱ）、小規模介護福祉施設サービス費（Ⅱ）、旧   

措置入所者介護福祉施設サービス費（Ⅱ）又は小規模旧措置入所   

者介護福祉施設サービス費（Ⅱ）を算定する。  

廷 次のいずれかに該当する者に対して、介護福祉施設サービス   

費、小規模介護福祉施設サービス費、旧措置入所者介護福祉施   

設サービス費又は小規模旧措置入所者介護福祉施設サービス費   
を支給する場合は、それぞれ、介護福祉施設サービス費Ⅷ）、   

小規模介護福祉施設サービス費（Ⅱ）、旧措置入所者介護福祉施   

設サービス費（Ⅱ）又は小規模旧措置入所者介護福祉施設サービ   

ス費（Ⅱ）を算定する。   

イ 感染症等により、従来型個室への入所が必要であると医師   
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が判断した着であって、従来型個室への入所期間が30日以内  

であるもの  

口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する従来型個室に入  
所する者  

ハ 著しい精神症状等により、同室の他の入所者の心身の状況  

に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室への  

入所が必要であると医師が判断した者  

ハ 初期加東  30単位   

注 入所した日から起算して30日以内の期間については、初期加算  
として、1日につき所定単位数を加算する。30日を超える病院又  
は診療所への入院後に指定介護老人福祉施設に再び入所した場合  

も、同様とする。  
ニ 退所時等相談痩助加算  
（1）退所前後訪問相談援助加算  460単位  

（2）退所時相奴援助加算  400単位  

（3）退所前連携加算  500単位   

注1（1）については、入所期間が1月を超えると見込まれる入所者  

の退所に先立って介護支援専門員、生活相談員、看護職員、機  
能訓練指導員又は医師のいずれかの職種の者が、当該入所者が  
退所後生活する居宅を訪問し、当該入所者及びその家族等に対  
して退所後の居宅サービス、地域密着型サービスその他の保健  
医療サービス又は福祉サービスについて相談援助を行った場合  
に、入所中1回（入所後早期に退所前相談援助の必要があると  
認められる入所者にあっては、2回）を限度として算定し、入  
所者の退所後30日以内に当該入所者の居宅を訪問し、当該入所  
者及びその家族等に対して相談援助を行った場合に、退所後1  

回を限度として算定する。  

入所者が退所後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等（病  
院、診療所及び介護保険施設を除く。以下同じ。）に入所する  
場合であって、当該入所者の同意を得て、当該社会福祉施設等  

を訪問し、連絡調整、情報提供等を行ったときも、同様に算定  

する。  

2（2）については、入所期間が1月を超える入所者が退所し、そ  
の居宅において居宅サービス又は地域密着型サービスを利用す  

る場合において、当該入所者の退所時に当該入所者及びその家  

が判断した看であって、従来型個室への入所期間が30日以内  

であるもの  

ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する従来型個室に入  
所する者  

ハ 著しい精神症状等により、同室の他の入所者の心身の状況  

に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室への  

入所が必要であると医師が判断した者  

ハ 初期加算  30単位   

注 入所した日から起算して30日以内の期間については、初期加算  

として、1日につき所定単位数を加算する。30日を超える病院又  
は診療所への入院後に指定介護老人福祉施設に再び入所した場合   

も、同様とする。   

退所時等相放援助加算  

（1）退所前後訪問相談援助加算  

（2）退所時相談援助加算  

（3）退所前連携加算  

460単位  

400単位  

500単位  

注1（1）については、入所期間が1月を超えると見込まれる入所者  

の退所に先立って介護支援専門員、生活相談員、看護職員、機  
能訓練指導員又は医師のいずれかの職種の者が、当該入所者が  
退所後生活する居宅を訪問し、当該入所者及びその家族等に対  
して退所後の居宅サービス、地域密着型サービスその他の保健  
医療サービス又は福祉サービスについて相談援助を行った場合  
に、入所中1回（入所後早期に退所前相談援助の必要があると  

認められる入所者にあっては、2回）を限度として算定し、入  
所者の退所後30日以内に当該入所者の居宅を訪問し、当該入所  
者及びその家族等に対して相談援助を行った場合に、退所後1  
回を限度として算定する。  

入所者が退所後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等（病  
院、診療所及び介護保険施設を除く。以下同じ。）に入所する  
場合であって、当該入所者の同意を得て、当該社会福祉施設等  

を訪問し、連絡調整、情報提供等を行ったときも、同様に算定  
する。   

2（2）については、入所期間が1月を超える入所者が退所し、そ  
の居宅において居宅サービス又は地域密着型サービスを利用す  

る場合において、当該入所者の退所時に当該入所者及びその家  
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族等に対して退所後の居宅サービス、地域密着型サービスその   
他の保健医療サービス又は福祉サービスについて相談援助を行   
い、かつ、当該入所者の同意を得て、退所の日から2週間以内   
に当該入所者の退所後の居宅地を管轄する市町村（特別区を含   
む。以下同じ。）及び老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20   
条の7の2に規定する老人介護支援センターに対して、当該入   

所者の介護状況を示す文書を添えて当該入所者に係る居宅サー   
ビス又は地域密着型サービスに必要な情報を提供した場合に、   

入所者1人につき1回を限度として算定する。  
入所者が退所後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等に入   
所する場合であって、当該入所者の同意を得て、当該社会福祉   

施設等に対して当該入所者の介護状況を示す文書を添えて当該   
入所者の処遇に必要な情報を提供したときも、同様に算定する  
〔〉  

3（3）については、入所期間が1月を超える入所者が退所し、そ   
の居宅において居宅サービス又は地域密着型サービスを利用す   

る場合において、当該入所者の退所に先立って当該入所者が利   

用を希望する指定居宅介護支援事業者（法第46条第1項に規定   

する指定居宅介護支援事業者をいう。以下同じ。）に対して、   

当該入所者の同意を得て、当該入所者の介護状況を示す文書を   
添えて当該入所者に係る居宅サービス又は地域密着型サービス   
に必要な情報を提供し、かつ、当該指定居宅介護支援事業者と   

連携して退所後の居宅サービス又は地域密着型サービスの利用   
に関する調整を行った場合に、入所者1人につき1回を限度と   

して算定する。   

族等に対して退所後の居宅サービス、地域密着型サービスその  
他の保健医療サービス又は福祉サービスについて相談援助を行  

い、かつ、当該入所者の同意を得て、退所の日から2週間以内  
に当該入所者の退所後の居宅地を管轄する市町村（特別区を含  

む。以下同じ。）及び老人福祉法（昭和38年法律第133号）第2  
0条の7の2に規定する老人介護支援センターに対して、当該  

入所者の介護状況を示す文書を添えて当該入所者に係る居宅サ  

ービス又は地域密着型サービスに必要な情報を提供した場合に  

、入所者1人につき1回を限度として算定する。  

入所者が退所後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等に入  
所する場合であって、当該入所者の同意を得て、当該社会福祉  

施設等に対して当該入所者の介護状況を示す文書を添えて当該  

入所者の処遇に必要な情報を提供したときも、同様に算定する  
（】  

3（3）については、入所期間が1月を超える入所者が退所し、そ  
の居宅において居宅サービス又は地域密着型サービスを利用す  

る場合において、当該入所者の退所に先立って当該入所者が利  

用を希望する指定居宅介護支援事業者（法第46条第1項に規定  
する指定居宅介護支援事業者をいう。以下同じ。）に対して、  

当該入所者の同意を得て、当該入所者の介護状況を示す文書を  
添えて当該入所者に係る居宅サービス又は地域密着型サービス  

に必要な情報を提供し、かつ、当該指定居宅介護支援事業者と  

連携して退所後の居宅サービス又は地域密着型サービスの利用  

に関する調整を行った場合に、入所者1人につき1回を限度と  
して算定する。  

ホ 雉管理体制加算   
凋 単位  （2灘 10単位   
注1（1）については、次に掲げるいずれの基準にも適合するものと  
して都道府県知事」こ届け出た指定介護老人福祉限設岸ついて、  

1日につき所定単位数を加筆する。  

イ 常勤の管理栄養士を1名以上配置していること。  
ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護老人福  
祉施殴で枇  

（2）については、次に掲げるいずれの基準にも適合するものと  
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